





























































































量的には 2003（平成 15）年4月から 2009（平成
21）年3月までの A児童家庭支援センターにおいて
心理職者が担当した地域の心理発達相談424件にかか
わる統計的データをもとに、また、質的には具体的事
例をもとに、児童家庭支援センターにおける心理発達
相談の詳細を明らかにし、分析・考察した。
3.結果と考察
ソーシャル・アクションの結果、 A児童家庭支援
センタ一地域における心理発達相談は毎年増加し、地
域に潜在していた子どもの心理的発達相談に対する子
ども家庭福祉的なニーズ、やデマンドを次第に発掘でき
るようになってきた。心理発達相談の約8割は地域の
連携機関を媒介しての紹介による受理となり、地域の
関係諸機関との良好な関係が形成されつつある。心理
検査の種類を充実させ、それを状況即応的に柔軟に有
効活用していくことにより、子どもの多様性に応じた
個別的で多彩な臨床心理アセスメントが可能となって
いった。子どもの発達障害に関する心理発達相談や特
別支援教育相談を一回でだけでなく継続的に希望する
保護者も増えてきている。支援の方法が、クローズド
な臨床心理学的アプローチだけでなく地域に聞かれた
コンサルテーションであったということも、児童家庭
支援センターの地域への浸透を促進させたと思われ
る。
4.結論
地域における子どもの心理発達相談や臨床心理アセ
スメントとコンサルテーションに特色を持たせ、地域
連携に配慮がなされるならば、来談ケースや地域の社
会資源とのラポールも深まり、工夫次第では新興の相
談機関ではあっても地域社会において機能していける
可能性が示唆された。
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ゆるし（forgiveness）尺度の作成およびゆるしと精神
的健康度との関連性
上回光世
本研究では、諸外国で研究が盛んに行われてきた経
緯があるゆるし（forgiveness）の概念に注目して、日
本人を対象としたゆるし尺度の作成を行い、作成した
尺度で測定されるゆるしと精神的健康度との関連性を
検討することを目的とした。研究Iではゆるし尺度の
作成を行った。研究Iの予備調査の結果と先行研究と
の知見から、ゆるしは「自分を傷つけた相手へのネガ
テイブな感情を低減すること、捉え方を変容すること、
さらに和解への動機の高まりを含む一連のプロセス」
と定義された。研究Iの本調査Iでは因子分析を行っ
た結果、「認識の変化j、「ネガティブ感情の低減」の
2因子が折出され、高い内的整合性が確認された。研
究Iの本調査Eではゆるし尺度の基準関連妥当性の検
討ー を行った。予測はおおむね支持され、ゆるし尺度の
基準関連妥当性が確認された。
研究Eではゆるしと精神的健康度（ストレス反応）
との関連について、対－人ストレスモデルに従い媒介変
数として対人ストレスコーピングを設定して検討し
た。共分散構造分析により検討を行った結果、ゆるし
は人間関係を積極的に放棄・崩壊する「ネガテイブ関
係コーピング」の不使用と人間関係によって生じるス
トレスフルな出来事を問題視することなく問題から回
避する「解決先送りコーピング」の使用を媒介してス
トレス反応を低減させることが示された。従って、ゆ
るしは個人の精神的健康の増進に有効であることが示
され、ゆるしを促進させる介入が個人の精神的健康の
増進をもたらすことが考察された。一方で、ゆるしと
ストレス反応との聞には直接的な有意な関連性が示さ
れず、ゆるしは積極的に人間関係を成立・改善・維持
するために努力する「ポジテイブ関連コーピング」の
使用を介してストレス反応を増大させることが示され
た。このことから、ゆるしと精神的健康の関連性
は「ゆるし特性が高いためにストレス反応が低減す
る」というものではなく、その個人が置かれている個
別の状況においていかに行動するかが、その個人の精
神的健康の享受に対して重要な影響を与えることが考
察された。
平成22年度博士論文 ・修士論文要旨
コラージ、ユ体験の共有が
参加者の対人関係に及ぼす影響について
太田早紀
現代の青年の友人関係の特徴として、心理的距離の
大きさが指摘されている。こうした社会を背景に、圏
分は「育てるカウンセリング」を提唱している。その
1つに「構成的グループエンカウンター（以下SGE)J
がある。SGEは、心理的距離を近づける効果もある
ことが先行研究で示されている。そのエクササイズの
中で、コラージュが利用されている。コラージュは、
開発的カウンセリング効果を始め、新たな治療的活用
の可能性が示唆されている。心理的距離についての先
行研究は質問紙調査が主で、コラージュの先行研究も
発達的研究や事例的研究が多く、どの要素に効果があ
るのかという研究はまだ少なし」 そこで本研究では
SGEの理論を元に制作時の会話に着目し、合同法で
のコラージ、ユ制作体験の共有が、心理的距離に及ぼす
影響を検討することを目的とする。56名の女性に協
力を頂き、2人l組で合同コラージ、ユを作成してもらっ
た。その際「会話あり条件J「会話なし条件」の 2条
件を設け、制作前に社会的スキル・友人関係尺度・対
人依存欲求尺度に回答を求め、制作の前後で心理的距
離を測定した。
結果、実験参加者のコラージュ制作前後の心理的距
離は「会話あり条件」「会話なし条件」ともに有意差
があることが認められ、コラージ、ユ制作後に心理的距
離が近づいていることが示された。また、コラージュ
制作前に測定した各尺度の得点により 2群に分けて
行った検討で、友人関係尺度の表面群に交互作用が見
られ、「会話なし条件Jにおける、コラージュ制作前
後の「相手から自分に対する心理的距離」に「友人関
係尺度の表面群」で有意差が見られた。深く踏み込ま
れるのを苦手とし、表面的な友人関係の持ち方をする
現代の青年にとっては、会話がある状態よりも侵襲的
ではない会話のない状態でコラージュを制作すること
が、心理的距離を近づけるために有効であることが示
された。
本研究はコラージ、ュ制作時の会話に着目し、設定し
たコラージュの条件も限定的なものである。この結果
もまた、様々ある可能性のうちのひとつの解釈に過ぎ
ない。今後、更に多面的な検討が必要と考えられる。
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寺院と地域社会の関係の変化に伴ういわゆる対応困難
事例の変遷についての研究
川村裕之
1 .はじめに
近年の精神保健医療については①一人に要する診察
時間は短縮せざるをえない。②癒しの場、としての相
談機関が不足しているという可能性がある。筆者は、
檀家制度によらず、個人と寺院との結びつきにより成
立している在家仏教寺院において相談業務に携わって
いる。訪れる相談者の中に「いわゆる対応困難事例」
が増加している。
2.研究の目的
本論文では、筆者の勤務している在家仏教寺院の相
談における「いわゆる対応困難事例」について検討す
る。分析にあたっては、檀家制度の成立や衰退によっ
て寺院と地域社会との関係がどのように変化してきた
のかについて着目する。
3.研究方法
①寺院内相談室における筆者の事例、②在家仏教寺
院の信徒代表（指導者層） 909名に対する、「し、わゆ
る対応困難事例」に関する実態調査、 ③筆者が勤務す
る在家仏教寺院所有の歴史的記録、をデータとした。
4.研究の結果と考察
本研究を通して、次の結果が導き出された。
① 1960年以降農村竹、ら都市部への人口流出により、
村落共同体、さらには家族共同体の結びつきが弱ま
り、家族や地域社会の関係が大きく変化した。それと
相侠って檀家制度が衰退した。②かつて、在家仏教寺
院において、「惣依現象」と捉えていた「いわゆる対
応困難事例」が精神医療治療の対象となった。③現代
における「いわゆる対応困難事例」は、その「見捨て
られ不安Jに対する「しがみつき行動」という心理行
動特徴から、境界性パーソナリティ障害と考えられる D
④精神医療、社会福祉など、専門の相談機関は整備さ
れてきている。しかし、村落共同体、家族関係の結び
つきの弛緩は、専門機関から対象とされない相談のア
クセスを困難にしている。⑤「いわゆる対応困難事例」
を理解支援するには、その時代の社会・文化の両面か
ら捉える必要がある。
過疎地域の高齢者の移動手段に関する一考察
佐藤香子
1 .問題意識：過疎地域では、人口減少等に伴い、公
共交通機関が乏しくなっている。このため、公共交通
機関に頼らざるを得ない過疎地域の高齢者にとって
は、通院や買い物などのための移動手段を確保するこ
とは、難しい状況となっている。
2.研究目的：そこで、今後過疎地域の高齢者が安心
して住みなれた地域で生活し続けるための望ましい移
動手段のあり方を明らかにすることを目的に、 ①過疎
地有償運送の実態を明らかにする、 ②岩手県の事例を
もとに、過疎地有償運送により高齢者の移動手段は十
分保管できているのかを検証する、 ③①、②をもとに
過疎地域の高齢者が安心して住み慣れた地域で生活し
続けるために、今後の望まれしい移動手段はどのよう
なものか明らかにする、の3点の事－項について研究を
行った。
3.研究方法：研究方法としては、 ①全国61の過疎
地有償運送実施事業者への調査や、先行研究、文献に
より検討を行い、 ②岩手県奥州市江刺区の NPO法人
で展開されている実施事例を検証しつつ、これと併せ
て江刺区内の 65歳以上の高齢者383人、サービス利
用者41人を対象とした自記式調査結果をもとに、そ
の現状や課題を分析し、今後の過疎地域の高齢者の移
動手段の方向性を考察した。
4.研究結果：その結果、課題として過疎地域の高齢
者の新たな移動手段として登場した、過疎地有償運送
の問題と、その根幹をなす過疎地有償運送運営協議会
の機能が十分発揮されないままとなっていることが浮
かび、上がったD
5.結論：こ うした結果を踏まえ①我が国では、その
目的から公的機関が事業実施者であることが多い。②
岩手ではNPO法人が実施しており、赤字経営で撤退
も視野に入れながら事業を展開している。③このた
め、過疎地域の高齢者の安定した生活に寄与できるよ
う、住民、事業者、行政の協働によって有償運送事業
をフォーマルなシステムとして確立させ、その機能を
十分発揮できるようにしていくことが望まれているこ
とを明らかにした。
?????
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児童の視点取得レベルが友人関係におよぼす影響
佐藤志保
視点取得とは、対象を他者の視点から見た場合にど
のように見えるか理解し他者の認知・意図・行動を推
論するようになることである。視点取得には発達に
よって 5つのレベルがあると言われている。視点取得
レベルの違いが、児童の学級における友人との関わり
にもたらす影響について検討することを目的とした。
研究Iでは様々な視点取得レベルが混在すると考え
られる小学4年生から 6年生を対象とした、視点取得
レベルを測るためのSelman課題、多次元共感性尺度
（視点取得尺度含む）、児童が学級で必要とされるソー
シャルスキル尺度、向社会的行動質問紙から構成する
質問紙調査を行った。調査の結果、視点取得レベルの
違いによって、向社会的行動得点に有意な差が認めら
れた。視点取得レベルの違いによって、友人から社会
的に受け入れられる相手の利益となる行動をとりやす
いと思われる程度に差があると考えられる。自記式の
測度同士と、他者による測度同士には有意な相関関係
や有意な差が認められたことから各測度の評価者が自
己か他者かによって影響が現れたものであると考え
た。
研究Eでは小学4年生から 6年生の対象者を増やし
研究Iと同様の質問紙への回答を求め、さらに身近な
第三者からの評価を加えるため学級担任を対象とした
質問紙による調査を実施した。Selman課題のレベル
の違いによって、ソーシャルスキル尺度得点に有意な
差が認められ、学級での対人技能に差があることが示
唆された。学級担任の質問紙得点は男女合計した得点
において他の測度得点との有意な関係は見出せなかっ
た。
研究Iと研究Hの結果の共通点から、視点取得レベ
ルが自己と他者と両方の視点を深く理解でき、第三者
の視点を取ることのできるレベルにある児童が、より
ソーシャルスキルを活用することや友人から向社会的
な行為をすると思われやすいと示唆された。児童にお
いては、視点を取ることに関して訓練的な手続きに
よって促すことが可能で、あるとされており、自己と他
者の視点を相互に理解し第三者の視点を取れるレベル
を目標のーっとすることが出来ると考える。
平成22年度博士論文 ・修士論文要旨
CM仁 （Computer-Mediated仁ommunication）が援助
交際に与える影響
一県内における高校生と大学生の調査結果から－
鈴木千紘
本研究では一般的な女子高校生・大学生のコン
ビュータを媒介と したコミュニケーション（Computer-
Mediated Communication、以下 CMC）の利用が、
規範や自己意識などに変容を及ぼし、援助交際に関す
る行動や意識に影響を与えていることを明らかにする
ことを目的とした。
研究方法は文献 ・先行研究の分析、一般的な女子高
校生・大学生を対象に実施し、先行調査を参考に作成
した質問紙調査を用いた量的調査、個別の特徴のある
ケースに対して、インタビュー形式で実施した質的調
査の3つを用いた。
まず文献 ・先行研究の分析から社会事象で認知され
ている援助交際を捉える視点と研究手法を整理し、情
報化の進展やCMC関連の先行研究を把握した。
量的調査を分析した結果CMCの利用の有無と援助
交際の志向性の有無に有意な差があることが明らかに
なった。その因果について検証するために規範意識と
自己意識 ・自己開示を用いて分析した結果、 CMC利
用が自己意識を低くするとともにサイト上の友人に対
する自己開示に影響を与えていることが検証された。
さらに、自己意識 ・自己開示は援助交際への志向性に
有意な差を及ぼしていた。しかし、 CMCの利用が少
ない人ほど逸脱行動に対して規範意識が低く、援助交
際への志向性が高いことから規範意識に関しては仮説
が検証されなかった。
さらに質的調査を実施した結果、援助交際の志向性
が自己意識の一部である自己承認と関連していること
が把握できた。
以上の結果から、 CMC利用が自己意識や自己開示
に変容を及ぼし、援助交際への志向性に影響を与える
という構造が検証された。
しかし、先行研究との比較から、地域差が存在する
可能性もあると推測され、今後の課題と して都市で同
様の調査を実施するなど、検証を重ねる必要がある。
? ???
合目的的刑事司法に向けた機能再編
高橋優紀
刑事司法の目的は犯罪を裁き、犯罪者を改善更生さ
せ、社会の一員として復帰させること、それらにより
国民の生活を守ることである。しかし現在、刑事司法
で様々な問題－更生保護で、の保護司への依存や満期釈
放者問題、福祉の対象である生活困窮者や障害者等の
刑務所への収容等ーが生じている。これは個別的問題
ではなく刑事司法全体の機能不全と理解すべきである。
機能不全の解消のためには刑事司法全体を再考する
が必要がある。刑事司法の各法制度には「国民の利益」
が目的として規定されている。それを刑事司法全体の
目的として捉え、その目的を達成できるよう刑事司法
全体を方向付け、機能再編していく必要があるだろう。
刑事司法の基本的課題として、ミクロ視点からは犯
罪という侵害行為の責任を①被害者、 ②国家の両者に
対してとること、マクロ視点からは社会政策による犯
罪防止、社会や人々を分断しない刑事司法が挙げられ
る。その実現にあたっては①当事者を含めた刑事司法、
②福祉や教育等の隣接領域による支援や介入、 ③「犯
罪」ゃ「犯罪者」概念の捉え直しにより「非犯罪化」「非
刑罰化」し、社会政策aで対応することが有効である。
これにより①’犯罪による具体的被害からの回復、②’
刑事司法対象者の選別による機能の健全化、 ③’社会
復帰の促進や偏見の解消等をもたらす。また社会政策
も充実し国民生活の向上も期待できる。
上記のような要素を持ち、刑事司法の活性化や制度
改善の方向性を示唆する既存の実践として、ほっと
ポットの更生保護や修復的司法、治療共同体を取りあ
げた。これらは犯罪者を支援しその力を引き出すこと
で一市民として再び社会で生活することを促し、犯罪
の問題を解決しようとした点にその重要性が見出せ
る。
合目的的刑事司法のためには①個別的問題改善、 ②
社会や人々と犯罪の関係の再考とその改善、 ③一市民
としての犯罪者の力を引き出すことが重要であり、加
えて刑事司法全体の目的とそれを達成するための機能
のあり方を考えることも重要となる。これらが「国民
の利益」を構成するものであり 、これは犯罪当事者を
含めた社会の人々にとって有益なものとなるのであ
る。
精神障がい者への受診援助に関する質的研究
受診の円滑性を中心に－
吉田花恵
本研究は、統合失調症をはじめとした精神障がし、者
への受診援助の円滑性を促進する要因について検討－す
ることを目的とする。さらに、見出された要因同士の
関係や、要因の変動を加味し、本人が円滑・に受診する
過程の全体性を、そこに関与する要因の変動を加味し
ながら仮説生成的に検討することを目的とする。受診
援助において大きな役割を果たすと考えられる保健師
と精神保健福祉士を対象にインタビュー調査を行い、
その逐語データをもとにKJ法の要領で分析を行っ
た。5名のインタビュー協力者へのインタビューにお
ける 12事例の内容を分析した結果、受診の円滑性を
促進する要肉として、「もともとの良好な関係j、「間
接的な働きかけ」、 「半さに焦点を当てた働きかけ」、
「家族の気づき」、「キーパーソンの利用J、「受診後の
フォロー」などが見出された。また受診援助は危機介
入時のようなごく限定されたものではなく、受診援助
対象者と援助者が出会ってから、関わっている問は全
てが「受診援助」といえる期間であることが考えられ
る。精神科領域という「再発」が繰り返される可能性
のある領域では、受診に「つなげる」だけではなく「つ
なげる前」と「つなげた後Jにある要因が、いざとい
うときの「受診」につなげる役目としては大きいと考
えられる。また「受診援助の円滑性を促進する要因」
とともに、「病識の欠如」、「家族が動かなし＝」などの
「受診援助の円滑性を阻害する要因」が見出されたが、
受診援助の円滑性を促進する要因が受診援助の円i骨性
を阻害する要因へも働きかけることで、受診援助の円
滑性は変動することが考えられる。このように、精神
科領域では受診援助における円滑性を促進する要因と
阻害する要因が関連し合い、円滑性が変動する中で可
逆的に受診援助がなされていくことが考えられる。今
後の展望としては、実際に援助を受ける側の、統合失
調症をはじめとした精神障がい者当人にとっては、ど
のように受け取られていくのかを検討することによっ
て、より臨床現場に還元できる示唆が得られるものと
考える。
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高次脳機能障害者の社会的行動障害に関する一考察
－図形の理解から見た心的過程の特徴－
吉田賢史
本研究は、社会的行動障害を呈した高次脳機能障害
者が外界から得た情報を認知し処理してし、く過程が、
健常者と異なっているかを視覚刺激を用いて検討し
た。視覚刺激は本研究で独自に作成し、健常者30名
を対ー象とした予備実験を行しE弁別可能な視覚刺激であ
ることを確認した。
実験1：社会的行動障害を呈した高次脳機能障害者の
視覚認知（図形弁別）が健常者と異なるかどうかを検
討する目的で、高次脳機能障害者5名を対象として、
図形弁別課題を実施した。その結果、健常者と同等の
正答半が示され、両者の｜苅形弁別能力には違いがない
ことが確認された。
実験2：実験Iと同じ高次脳機能障害者5名を対象と
し、図形を認知し処理してし、く過程に健常者と異なる
要因があるかを検討する目的で、片口法によるロール
シャツハ・テストを実施した。得られた反応のうち「適
度の公共性を示す行動を取れることを意味している」
とされる P反応に着目して分析を行い、検討ーした。そ
の結果、総反応数、 P反応数とも先行研究の健常者デー
タと差はなく、高次脳機能障害者の視覚認知は、反応
数において、健常者と同じ特徴を有していると考えら
れた。一方、認知した図形の意味づけにおいて、｜皮昧
で不十分な’情報から断定的に判断したり、不十分であ
ることに気付けないなど、決定因において、健常者と
異なる点が認められた。本研究における高次脳機能障
害者は、 言語障害がなく 、WAIS-IのIQ値が80以上
の者を対象と していることから、知的側面や言語障害
による影響でなく、高次脳機能障害者が図形を認知す
る際の特徴であると考えられた。これらの点から、視
覚を通して外界の情報を得ることは健常者と同じよう
にできると考えられるが、認知過程を通した判断 （意
味付け）が異なっている可能性が示唆され、社会的行
動障害との関連について検討された。
